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議第４１号 

 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

令和６年６月７日 

 

 

 

草津市長 橋 川  渉 
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専決処分の承認を求めることについて  

 本市は、草津市税条例の一部を改正する条例について緊急に執行する必要があり、議会を招集

する時間的余裕がなかったので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規

定により専第１号で専決処分したから、同条第３項の規定に基づき、議会に報告し、その承認を

求める。 
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専第 １ 号 

 

 

草津市税条例の一部を改正する条例の制定について 

草津市税条例の一部を改正する条例を早急に制定する必要が生じたので、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

 

 

令和６年４月１日  

 

 

 

                                           草津市長 橋 川  渉 
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草津市税条例の一部を改正する条例 

 草津市税条例（昭和４５年草津市条例第９号）の一部を次の表のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 
改正後 改正前 

第１条～第５０条 ≪現行どおり≫ 

 （市民税の減免） 

第５１条 ≪現行どおり≫ 

２ 前項の規定により市民税の減免を受けよ

うとする者は、納期限までに次に掲げる事項

を記載した申請書に減免を受けようとする

事由を証明する書類を添付して市長に提出

しなければならない。ただし、市長が、当該

者が同項各号のいずれかに該当することが

明らかであり、かつ、市民税を減免する必要

があると認める場合は、この限りでない。 

 (1)～(3) ≪現行どおり≫ 

３ 第１項の規定により市民税の減免を受け

た者は、その事由が消滅した場合には、直ち

にその旨を市長に申告しなければならない。 

 

第５２条～第７０条 ≪現行どおり≫ 

（固定資産税の減免） 

第７１条 ≪現行どおり≫ 

２ 前項の規定により固定資産税の減免を受

けようとする者は、納期限までに、次に掲げ

る事項を記載した申請書にその減免を受け

ようとする事由を証明する書類を添付して

市長に提出しなければならない。ただし、市

長が、当該者が所有する固定資産が同項各号

のいずれかに該当することが明らかであり、

かつ、固定資産税を減免する必要があると認

める場合は、この限りでない。 

 (1)～(5) ≪現行どおり≫ 

３ 第１項の規定により固定資産税の減免を

受けた者は、その事由が消滅した場合には、

直ちにその旨を市長に申告しなければなら

ない。 

第７２条～第１３９条の２ ≪現行どおり≫ 

（特別土地保有税の減免） 

第１３９条の３ ≪現行どおり≫ 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免

を受けようとする者は、納期限までに、次に

掲げる事項を記載した申請書にその減免を

受けようとする事由を証明する書類を添付

して市長に提出しなければならない。ただ

し、市長が、当該者が所有し、または取得す

第１条～第５０条 ≪省略≫ 

 （市民税の減免） 

第５１条 ≪省略≫ 

２ 前項の規定によつて市民税の減免を受け

ようとする者は、納期限までに次に掲げる事

項を記載した申請書に減免を受けようとす

る事由を証明する書類を添付して市長に提

出しなければならない。 

 

 

 

 (1)～(3) ≪省略≫ 

３ 第１項の規定によつて市民税の減免を受

けた者は、その事由が消滅した場合において

は、直ちにその旨を市長に申告しなければな

らない。 

第５２条～第７０条 ≪省略≫ 

（固定資産税の減免） 

第７１条 ≪省略≫ 

２ 前項の規定によつて固定資産税の減免を

受けようとする者は、納期限までに、次に掲

げる事項を記載した申請書にその減免を受

けようとする事由を証明する書類を添付し

て市長に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 (1)～(5) ≪省略≫ 

３ 第１項の規定によつて固定資産税の減免

を受けた者は、その事由が消滅した場合にお

いては、直ちにその旨を市長に申告しなけれ

ばならない。 

第７２条～第１３９条の２ ≪省略≫ 

（特別土地保有税の減免） 

第１３９条の３ ≪省略≫ 

２ 前項の規定によつて特別土地保有税の減

免を受けようとする者は、納期限までに、次

に掲げる事項を記載した申請書にその減免

を受けようとする事由を証明する書類を添

付して市長に提出しなければならない。 
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改正後 改正前 

る土地が同項各号のいずれかに該当するこ

とが明らかであり、かつ、特別土地保有税を

減免する必要があると認める場合は、この限

りでない。 

 (1)～(3) ≪現行どおり≫ 

３ 第１項の規定により特別土地保有税の減

免を受けた者は、その事由が消滅した場合に

は、直ちにその旨を市長に申告しなければな

らない。 

第１４０条～第１５５条 ≪現行どおり≫ 

付 則 

第１条～第２条の５ ≪現行どおり≫ 

（令和６年能登半島地震災害に係る雑損控

除額等の特例） 

第２条の６ 所得割の納税義務者の選択によ

り、法附則第４条の４第４項に規定する特例

損失金額（以下この項において「特例損失金

額」という。）がある場合には、特例損失金

額（同条第４項に規定する災害関連支出があ

る場合には、第３項に規定する申告書の提出

の日の前日までに支出したものに限る。以下

この項および次項において「損失対象金額」

という。）について、令和５年において生じ

た法第３１４条の２第１項第１号に規定す

る損失の金額として、この条例の規定を適用

することができる。この場合において、第３

４条の２の規定により控除された金額に係

る当該損失対象金額は、その者の令和７年度

以後の年度分で当該損失対象金額が生じた

年の末日の属する年度の翌年度分の市民税

に係るこの条例の規定の適用については、当

該損失対象金額が生じた年において生じな

かつたものとみなす。 

２ 前項前段の場合において、第３４条の２の

規定により控除された金額に係る損失対象

金額のうちに同項の規定の適用を受けた者

と生計を一にする令第４８条の６第１項に

規定する親族の有する法附則第４条の４第

４項に規定する資産について受けた損失の

金額（以下この項において「親族資産損失額」

という。）があるときは、当該親族資産損失

額は、当該親族の令和７年度以後の年度分で

当該親族資産損失額が生じた年の末日の属

する年度の翌年度分の市民税に係るこの条

例の規定の適用については、当該親族資産損

失額が生じた年において生じなかつたもの

とみなす。 

 

 

 

 

 (1)～(3) ≪省略≫ 

３ 第１項の規定によつて特別土地保有税の

減免を受けた者は、その事由が消滅した場合

には、直ちにその旨を市長に申告しなければ

ならない。 

第１４０条～第１５５条 ≪省略≫ 

付 則 

第１条～第２条の５ ≪省略≫ 

 

 

≪改正後に新設≫ 
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改正後 改正前 

３ 第１項の規定は、令和６年度分の第３６条

の２第１項または第４項の規定による申告

書（その提出期限後において市民税の納税通

知書が送達される時までに提出されたもの

およびその時までに提出された第３６条の

３第１項の確定申告書を含む。）に第１項の

規定の適用を受けようとする旨の記載があ

る場合（これらの申告書にその記載がないこ

とについてやむを得ない理由があると市長

が認める場合を含む。）に限り、適用する。 

（特定一般用医薬品等購入費を支払つた場

合の医療費控除の特例） 

第３条 平成３０年度から令和９年度までの

各年度分の個人の市民税に限り、法附則第４

条の５第３項の規定に該当する場合におけ

る第３４条の２の規定による控除について

は、その者の選択により、同条中「同条第１

項」とあるのは「同条第１項（第２号を除

く。）」と、「まで」とあるのは「までなら

びに法附則第４条の５第３項の規定により

読み替えて適用される法第３１４条の２第

１項（第２号に係る部分に限る。）」として、

同条の規定を適用することができる。 

第４条～第４条の４ ≪現行どおり≫ 

（令和６年度分の個人の市民税の特別税額

控除） 

第４条の５ 令和６年度分の個人の市民税に

限り、法附則第５条の８第４項および第５項

に規定するところにより控除すべき市民税

に係る令和６年度分特別税額控除額を、前年

の合計所得金額が１，８０５万円以下である

所得割の納税義務者（次条および付則第４条

の７において「特別税額控除対象納税義務

者」という。）の第３４条の３、第３４条の

６、第３４条の８から第３４条の１０まで、

付則第２条の５第２項、付則第４条第１項、

付則第４条の３の２第１項、前条および付則

第６条の２の規定を適用した場合の所得割

の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第

３４条の８第２項、第４７条の５第１項およ

び前条の規定の適用については、第３４条の

８第２項および前条中「附則第５条の６第２

項」とあるのは「附則第５条の６第２項およ

び第５条の８第６項」と、第４７条の５第１

項中「課した」とあるのは「付則第４条の５

第１項の規定の適用がないものとした場合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特定一般用医薬品等購入費を支払つた場

合の医療費控除の特例） 

第３条 平成３０年度から令和９年度までの

各年度分の個人の市民税に限り、法附則第４

条の４第３項の規定に該当する場合におけ

る第３４条の２の規定による控除について

は、その者の選択により、同条中「同条第１

項」とあるのは「同条第１項（第２号を除

く。）」と、「まで」とあるのは「までなら

びに法附則第４条の４第３項の規定により

読み替えて適用される法第３１４条の２第

１項（第２号に係る部分に限る。）」として、

同条の規定を適用することができる。 

第４条～第４条の４ ≪省略≫ 

 

 

≪改正後に新設≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7



 
 

改正後 改正前 

に課すべき」と、「の前々年中」とあるのは

「の同項の規定の適用がないものとした場

合における前々年中」と、「、前々年中」と

あるのは「、付則第４条の５第１項の規定の

適用がないものとした場合における前々年

中」とする。 

（令和６年度分の個人の市民税の納税通知

書に関する特例） 

第４条の６ 令和６年度分の個人の市民税に

限り、個人の市民税の納税通知書に記載すべ

き各納期の納付額については、第４１条の規

定にかかわらず、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税

額控除前の普通徴収に係る個人の市民税

の額（前条第１項の規定の適用がないもの

とした場合に算出される普通徴収に係る

個人の市民税の額をいう。）、特別税額控

除前の普通徴収に係る個人の県民税の額

（法附則第５条の８第１項および第２項

の規定の適用がないものとした場合に算

出される普通徴収に係る個人の県民税の

額をいう。）および普通徴収に係る森林環

境税の額の合算額（以下この号において

「特別税額控除前の普通徴収に係る個人

の住民税の額」という。）からその者の普

通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収

に係る個人の県民税の額および普通徴収

に係る森林環境税の額の合算額を控除し

た額（以下この項において「普通徴収の個

人の住民税に係る特別税額控除額」とい

う。）がその者の特別税額控除前の普通徴

収に係る個人の住民税の額を４で除して

得た金額（当該金額に千円未満の端数があ

るとき、または当該金額の全額が千円未満

であるときは、その端数金額またはその全

額を切り捨てた金額。以下この項において

「分割金額」という。）に３を乗じて得た

金額をその者の特別税額控除前の普通徴

収に係る個人の住民税の額から控除した

残額に相当する金額（以下この項において

「第１期分金額」という。）に満たない場

合には、当該納税通知書に記載すべき各納

期の納付額は、第４０条第１項に規定する

第１期の納期（以下この項、次項および次

条第１項において「第１期納期」という。）

においてはその者の第１期分金額からそ

の者の普通徴収の個人の住民税に係る特

 

 

 

 

 

 

 

 

≪改正後に新設≫ 
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改正後 改正前 

別税額控除額を控除した額とし、その他の

それぞれの納期においてはその者の分割

金額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額

がその者の第１期分金額以上であり、か

つ、その者の第１期分金額とその者の分割

金額との合計額に満たない場合には、当該

納税通知書に記載すべき各納期の納付額

は、第１期納期においてはないものとし、

第４０条第１項に規定する第２期の納期

（以下この項および次条第１項において

「第２期納期」という。）においてはその

者の第１期分金額とその者の分割金額と

の合計額からその者の普通徴収の個人の

住民税に係る特別税額控除額を控除した

額とし、第４０条第１項に規定する第３期

の納期（以下この項において「第３期納期」

という。）および同条第１項に規定する第

４期の納期（以下この項において「第４期

納期」という。）においてはその者の分割

金額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額

がその者の第１期分金額とその者の分割

金額との合計額以上であり、かつ、その者

の第１期分金額とその者の分割金額に２

を乗じて得た金額との合計額に満たない

場合には、当該納税通知書に記載すべき各

納期の納付額は、第１期納期および第２期

納期においてはないものとし、第３期納期

においてはその者の第１期分金額とその

者の分割金額に２を乗じて得た金額との

合計額からその者の普通徴収の個人の住

民税に係る特別税額控除額を控除した額

とし、第４期納期においてはその者の分割

金額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額

がその者の第１期分金額とその者の分割

金額に２を乗じて得た金額との合計額以

上である場合には、当該納税通知書に記載

すべき各納期の納付額は、第１期納期、第

２期納期および第３期納期においてはな

いものとし、第４期納期においてはその者

の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通

徴収に係る個人の県民税の額および普通
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改正後 改正前 

徴収に係る森林環境税の額の合算額とす

る。 

２ 令和６年度分の個人の市民税（第１期納期

から第４７条第１項の規定により普通徴収

の方法によつて徴収されることとなつたも

のを除く。）を同項の規定により普通徴収の

方法によつて徴収する場合については、前項

の規定は、適用しない。 

（令和６年度分の公的年金等に係る所得に

係る個人の市民税に関する特例） 

第４条の７ 令和６年度分の個人の市民税に

限り、第４７条の２第１項の規定により特別

徴収の方法によつて徴収すべき公的年金等

に係る所得に係る個人の市民税（第３項にお

いて「年金所得に係る特別徴収の個人の市民

税」という。）の額および同条第２項の規定

により普通徴収の方法によつて徴収すべき

公的年金等に係る所得に係る個人の市民税

の額については、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税

額控除前の年金所得に係る個人の市民税

の額（付則第４条の５第１項の規定の適用

がないものとした場合に算出される第４

７条の２第１項に規定する前年中の公的

年金等に係る所得に係る所得割額および

均等割額（これと併せて賦課徴収を行う森

林環境税額を含む。以下この号および第５

号において同じ。）の合算額（以下この号

および第５号において「年金所得に係る所

得割額および均等割額の合算額」という。）

をいう。以下この号および第３項第１号に

おいて同じ。）からその者の年金所得に係

る所得割額および均等割額の合算額を控

除した額（以下この項および第３項におい

て「年金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額」という。）がその者の特別

税額控除前の普通徴収に係る個人の市民

税の額（特別税額控除前の年金所得に係る

個人の市民税の額から特別税額控除前の

特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税

額控除前の年金所得に係る個人の市民税

の額の２分の１に相当する額をいう。以下

この号において同じ。）を控除した額をい

う。以下この号において同じ。）を２で除

して得た金額（当該金額に千円未満の端数

があるとき、または当該金額の全額が千円

未満であるときは、その端数金額またはそ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪改正後に新設≫ 
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改正後 改正前 

の全額を切り捨てた金額。以下この項にお

いて「第２期分金額」という。）をその者

の特別税額控除前の普通徴収に係る個人

の市民税の額から控除した残額に相当す

る金額（以下この項において「第１期分金

額」という。）に満たない場合には、第１

期納期および第２期納期に普通徴収の方

法によつて徴収すべき公的年金等に係る

所得に係る個人の市民税の額（以下この項

において「普通徴収対象税額」という。）

ならびに第４７条の３に規定する特別徴

収対象年金給付の支払をする際、特別徴収

の方法によつて徴収すべき公的年金等に

係る所得に係る個人の市民税の額（以下こ

の項および第３項において「特別徴収対象

税額」という。）は、第１期納期において

はその者の第１期分金額からその者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額を控除した残額に相当する税額、

第２期納期においてはその者の第２期分

金額に相当する税額、当該年度の初日の属

する年の１０月１日から１１月３０日ま

での間においてはその者の特別税額控除

前の特別徴収に係る個人の市民税の額を

３で除して得た金額（当該金額に百円未満

の端数があるとき、または当該金額の全額

が百円未満であるときは、その端数金額ま

たはその全額を切り捨てた金額。以下この

項において「分割金額」という。）に２を

乗じて得た金額をその者の特別税額控除

前の特別徴収に係る個人の市民税の額か

ら控除した残額に相当する金額（以下この

項において「１０月分金額」という。）に

相当する税額、同年１２月１日から翌年の

３月３１日までの間においてはその者の

分割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の第１期分金額以上であり、

かつ、その者の第１期分金額とその者の第

２期分金額との合計額に満たない場合に

は、普通徴収対象税額および特別徴収対象

税額は、第１期納期における税額はないも

のとし、第２期納期においてはその者の第

１期分金額とその者の第２期分金額との

合計額からその者の年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額を控除し
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改正後 改正前 

た残額に相当する税額、当該年度の初日の

属する年の１０月１日から１１月３０日

までの間においてはその者の１０月分金

額に相当する税額、同年１２月１日から翌

年の３月３１日までの間においてはその

者の分割金額に相当する税額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の第１期分金額とその者の

第２期分金額との合計額以上であり、か

つ、その者の第１期分金額、その者の第２

期分金額およびその者の１０月分金額の

合計額に満たない場合には、普通徴収対象

税額および特別徴収対象税額は、第１期納

期および第２期納期における税額はない

ものとし、当該年度の初日の属する年の１

０月１日から１１月３０日までの間にお

いてはその者の第１期分金額、その者の第

２期分金額およびその者の１０月分金額

の合計額からその者の年金所得に係る個

人の市民税に係る特別税額控除額を控除

した残額に相当する税額、同年１２月１日

から翌年の３月３１日までの間において

はその者の分割金額に相当する税額とす

る。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の第１期分金額、その者の第

２期分金額およびその者の１０月分金額

の合計額以上であり、かつ、その者の第１

期分金額、その者の第２期分金額、その者

の１０月分金額およびその者の分割金額

の合計額に満たない場合には、普通徴収対

象税額および特別徴収対象税額は、第１期

納期および第２期納期ならびに当該年度

の初日の属する年の１０月１日から１１

月３０日までの間における税額はないも

のとし、同年１２月１日から翌年の１月３

１日までの間においてはその者の第１期

分金額、その者の第２期分金額、その者の

１０月分金額およびその者の分割金額の

合計額からその者の年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額を控除し

た残額に相当する税額、同年２月１日から

３月３１日までの間においてはその者の

分割金額に相当する税額とする。 

(5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所
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改正後 改正前 

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の第１期分金額、その者の第

２期分金額、その者の１０月分金額および

その者の分割金額の合計額以上である場

合には、普通徴収対象税額および特別徴収

対象税額は、第１期納期および第２期納期

ならびに当該年度の初日の属する年の１

０月１日から翌年の１月３１日までの間

における税額はないものとし、同年２月１

日から３月３１日までの間においてはそ

の者の年金所得に係る所得割額および均

等割額の合算額に相当する税額とする。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第

４７条の４の規定の適用については、同条第

２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該

年度の初日の属する年の１０月１日から翌

年の３月３１日までの間における当該特別

徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年

金給付の支払の回数で除して得た額」とある

のは、「付則第４条の７第１項各号に規定す

る特別徴収の方法によつて徴収すべき額」と

する。 

３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年金

所得に係る特別徴収の個人の市民税の額（第

１項の規定の適用があるものを除く。）につ

いては、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の特別税額控除前の特別徴

収に係る個人の市民税の額（特別税額控除

前の年金所得に係る個人の市民税の額か

ら第４７条の５第１項に規定する年金所

得に係る仮特別徴収税額を控除した額を

いう。以下この号において同じ。）を３で

除して得た金額（当該金額に百円未満の端

数があるとき、または当該金額の全額が百

円未満であるときは、その端数金額または

その全額を切り捨てた金額。以下この項に

おいて「分割金額」という。）に２を乗じ

て得た金額をその者の特別税額控除前の

特別徴収に係る個人の市民税の額から控

除した残額に相当する金額（以下この項に

おいて「１０月分金額」という。）に満た

ない場合には、特別徴収対象税額は、当該

年度の初日の属する年の１０月１日から

１１月３０日までの間においてはその者

の１０月分金額からその者の年金所得に
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改正後 改正前 

係る個人の市民税に係る特別税額控除額

を控除した残額に相当する税額、同年１２

月１日から翌年の３月３１日までの間に

おいてはその者の分割金額に相当する税

額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の１０月分金額以上であり、

かつ、その者の１０月分金額とその者の分

割金額との合計額に満たない場合には、特

別徴収対象税額は、当該年度の初日の属す

る年の１０月１日から１１月３０日まで

の間における税額はないものとし、同年１

２月１日から翌年の１月３１日までの間

においてはその者の１０月分金額とその

者の分割金額との合計額からその者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額を控除した残額に相当する税額、

同年２月１日から３月３１日までの間に

おいてはその者の分割金額に相当する税

額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の１０月分金額とその者の

分割金額との合計額以上である場合には、

特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属

する年の１０月１日から翌年の１月３１

日までの間における税額はないものとし、

同年２月１日から３月３１日までの間に

おいてはその者の第４７条の５第２項の

規定により読み替えられた第４７条の２

第１項に規定する年金所得に係る特別徴

収税額に相当する税額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第

４７条の４の規定の適用については、同条第

２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該

年度の初日の属する年の１０月１日から翌

年の３月３１日までの間における当該特別

徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年

金給付の支払の回数で除して得た額」とある

のは、「付則第４条の７第３項各号に規定す

る特別徴収の方法によつて徴収すべき額」と

する。 

５ 令和６年度分の個人の市民税につき第４

７条の６第１項の規定の適用がある場合に

ついては、前各項の規定は、適用しない。 

（令和７年度分の個人の市民税の特別税額
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改正後 改正前 

控除） 

第４条の８ 令和７年度分の個人の市民税に

限り、法附則第５条の１２第３項および第４

項に規定することにより控除すべき市民税

に係る令和７年度分特別税額控除額を、同条

第３項に規定する特別税額控除対象納税義

務者の第３４条の３、第３４条の６、第３４

条の８から第３４条の１０まで、付則第２条

の５第２項、付則第４条第１項、付則第４条

の３の２第１項、付則第４条の４および付則

第６条の２の規定を適用した場合の所得割

の額から控除する。 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例） 

第５条 ≪現行どおり≫ 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税

に限り、法附則第６条第５項に規定する場合

において、第３６条の２第１項の規定による

申告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置

法第２５条第２項第２号に規定する事業所

得の明細に関する事項の記載があるときは、

その者の前年の総所得金額に係る市民税の

所得割の額は、第３３条から第３４条の３ま

で、第３４条の６、第３４条の８、第３４条

の９、付則第４条第１項、付則第４条の３第

１項、付則第４条の３の２第１項および付則

第４条の４の規定にかかわらず、法附則第６

条第５項各号に掲げる金額の合計額とする

ことができる。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第

３４条の１０第１項、付則第４条の５第１項

および前条の規定の適用については、第３４

条の１０第１項中「前２条」とあるのは、「前

２条ならびに付則第５条第２項」と、付則第

４条の５第１項中「前条および」とあるのは「前

条、付則第５条第２項および」と、前条中「付

則第４条の４および」とあるのは「付則第４条

の４、次条第２項および」とする。 

第６条～第７条 ≪現行どおり≫ 

（固定資産税に係る法附則第１５条第２項

第１号等の条例で定める割合） 

第７条の２ ≪現行どおり≫ 

２～１３ ≪現行どおり≫ 

１４ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第２号に規定する設備について同号に

規定する市町村の条例で定める割合は、７分

の６とする。 

 

≪改正後に新設≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例） 

第５条 ≪省略≫ 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税

に限り、法附則第６条第５項に規定する場合

において、第３６条の２第１項の規定による

申告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置

法第２５条第２項第２号に規定する事業所

得の明細に関する事項の記載があるときは、

その者の前年の総所得金額に係る市民税の

所得割の額は、第３３条から第３４条の３ま

で、第３４条の６、第３４条の８、第３４条

の９、付則第４条第１項、付則第４条の３第

１項、付則第４条の３の２第１項および前条

の規定にかかわらず、法附則第６条第５項各

号に掲げる金額の合計額とすることができ

る。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第

３４条の１０第１項の規定の適用について

は、同項中「前２条」とあるのは、「前２条

ならびに付則第５条第２項」とする。 

 

 

 

 

 

第６条～第７条 ≪省略≫ 

（固定資産税に係る法附則第１５条第２項

第１号等の条例で定める割合） 

第７条の２ ≪省略≫ 

２～１３ ≪省略≫ 

≪改正後に新設≫ 
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改正後 改正前 

１５ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第３号イに規定する設備について同号

に規定する市町村の条例で定める割合は、４

分の３とする。 

１６ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第３号ロに規定する設備について同号

に規定する市町村の条例で定める割合は、４

分の３とする。 

１７ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第３号ハに規定する設備について同号

に規定する市町村の条例で定める割合は、４

分の３とする。 

１８ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第４号イに規定する設備について同号

に規定する市町村の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

１９ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第４号ロに規定する設備について同号

に規定する市町村の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

２０ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第４号ハに規定する設備について同号

に規定する市町村の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

２１ ≪現行どおり≫ 

≪改正前を削る≫ 

 

 

２２ 固定資産税に係る法附則第１５条第３

２項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。 

２３ 固定資産税に係る法附則第１５条第３

７項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。 

２４ 固定資産税に係る法附則第１５条第３

８項に規定する市町村の条例で定める割合

は、２分の１とする。 

２５ 固定資産税に係る法附則第１５条第４

１項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の１とする。 

２６ 固定資産税に係る法附則第１５条第４

２項に規定する市町村の条例で定める割合

は、４分の３とする。 

２７～２８ ≪現行どおり≫ 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告） 

１４ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第２号イに規定する設備について同号

に規定する市町村の条例で定める割合は、４

分の３とする。 

１５ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第２号ロに規定する設備について同号

に規定する市町村の条例で定める割合は、４

分の３とする。 

１６ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第２号ハに規定する設備について同号

に規定する市町村の条例で定める割合は、４

分の３とする。 

１７ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第３号イに規定する設備について同号

に規定する市町村の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

１８ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第３号ロに規定する設備について同号

に規定する市町村の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

１９ 固定資産税に係る法附則第１５条第２

５項第３号ハに規定する設備について同号

に規定する市町村の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

２０ ≪省略≫ 

２１ 固定資産税に係る法附則第１５条第３

２項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の１とする。 

２２ 固定資産税に係る法附則第１５条第３

３項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。 

２３ 固定資産税に係る法附則第１５条第３

８項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。 

≪改正後に新設≫ 

 

 

２４ 固定資産税に係る法附則第１５条第４

２項に規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の１とする。 

２５ 固定資産税に係る法附則第１５条第４

３項に規定する市町村の条例で定める割合

は、４分の３とする。 

２６～２７ ≪省略≫ 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告） 
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改正後 改正前 

第７条の３ ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

３ 市長は、法附則第１５条の７第１項または

第２項の認定長期優良住宅のうち区分所有

に係る住宅については、前項の申告書の提出

がなかつた場合においても、長期優良住宅の

普及の促進に関する法律（平成２０年法律第

８７号）第５条第４項に規定する管理者等か

ら、法附則第１５条の７第３項に規定する期

間内に施行規則附則第７条第４項に規定す

る書類の提出がされ、かつ、当該区分所有に

係る住宅が法附則第１５条の７第１項また

は第２項に規定する要件に該当すると認め

られるときは、前項の規定にかかわらず、同

条第１項または第２項の規定を適用するこ

とができる。 

４～８ ≪現行どおり≫ 

９ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居

住改修住宅または同条第５項の高齢者等居

住改修専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第４項に規定

する居住安全改修工事が完了した日から３

月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければなら

ない。 

(1)～(7) ≪現行どおり≫ 

１０ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防

止改修等住宅または同条第１０項の熱損失

防止改修等専有部分について、これらの規定

の適用を受けようとする者は、同条第９項に

規定する熱損失防止改修工事等が完了した

日から３月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第７条第１０項各

号に掲げる書類を添付して市長に提出しな

ければならない。 

(1)～(6) ≪現行どおり≫ 

１１ 法附則第１５条の９の２第１項に規定

する特定耐震基準適合住宅について、同項の

規定の適用を受けようとする者は、当該特定

耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第７条第１１項

各号に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

(1)～(6) ≪現行どおり≫ 

１２ 法附則第１５条の９の２第４項に規定

第７条の３ ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

≪改正後に新設≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３～７ ≪省略≫ 

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居

住改修住宅または同条第５項の高齢者等居

住改修専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第４項に規定

する居住安全改修工事が完了した日から３

月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に施行規則附則第７条第８項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければなら

ない。 

(1)～(7) ≪省略≫ 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止

改修等住宅または同条第１０項の熱損失防

止改修等専有部分について、これらの規定の

適用を受けようとする者は、同条第９項に規

定する熱損失防止改修工事等が完了した日

から３月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第７条第９項各号に

掲げる書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1)～(6) ≪省略≫ 

１０ 法附則第１５条の９の２第１項に規定

する特定耐震基準適合住宅について、同項の

規定の適用を受けようとする者は、当該特定

耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第７条第１０項

各号に規定する書類を添付して市長に提出

しなければならない。 

(1)～(6) ≪省略≫ 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定
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改正後 改正前 

する特定熱損失防止改修等住宅または同条

第５項に規定する特定熱損失防止改修等住

宅専有部分について、これらの規定の適用を

受けようとする者は、法附則第１５条の９第

９項に規定する熱損失防止改修工事等が完

了した日から３月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第７条第１

２項各号に掲げる書類を添付して市長に提

出しなければならない。 

(1)～(6) ≪現行どおり≫ 

１３ 法附則第１５条の９の３第１項に規定

する特定マンションに係る区分所有に係る

家屋について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、当該特定マンションに係る同項

に規定する工事が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行

規則附則第７条第１７項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(5) ≪現行どおり≫ 

１４ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基

準適合家屋について、同項の規定の適用を受

けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に

係る耐震改修が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第１８項に規定する補助に係

る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改

修の促進に関する法律（平成７年法律第１２

３号）第７条または附則第３条第１項の規定

による報告の写しおよび当該耐震改修後の

家屋が令附則第１２条第１９項に規定する

基準を満たすことを証する書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

(1)～(4) ≪現行どおり≫ 

(5) 施行規則附則第７条第１８項に規定す

る補助の算定の基礎となつた当該耐震基

準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(6) ≪現行どおり≫ 

１５ ≪現行どおり≫ 

（土地に対して課する令和６年度から令和

８年度までの各年度分の固定資産税の特例

に関する用語の意義） 

第８条 次条から付則第１１条までにおいて、

次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に掲げる規定に定めるところによる。 

(1)～(7) ≪現行どおり≫ 

（令和７年度または令和８年度における土

地の価格の特例） 

する特定熱損失防止改修等住宅または同条

第５項に規定する特定熱損失防止改修等住

宅専有部分について、これらの規定の適用を

受けようとする者は、法附則第１５条の９第

９項に規定する熱損失防止改修工事等が完

了した日から３月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第７条第１

１項各号に掲げる書類を添付して市長に提

出しなければならない。 

(1)～(6) ≪省略≫ 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定

する特定マンションに係る区分所有に係る

家屋について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、当該特定マンションに係る同項

に規定する工事が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行

規則附則第７条第１６項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(5) ≪省略≫ 

１３ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基

準適合家屋について、同項の規定の適用を受

けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に

係る耐震改修が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第１７項に規定する補助に係

る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改

修の促進に関する法律（平成７年法律第１２

３号）第７条または附則第３条第１項の規定

による報告の写しおよび当該耐震改修後の

家屋が令附則第１２条第１９項に規定する

基準を満たすことを証する書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

(1)～(4) ≪省略≫ 

(5) 施行規則附則第７条第１７項に規定す

る補助の算定の基礎となつた当該耐震基

準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(6) ≪省略≫ 

１４ ≪省略≫ 

（土地に対して課する令和３年度から令和

５年度までの各年度分の固定資産税の特例

に関する用語の意義） 

第８条 次条から付則第１１条までにおいて、

次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に掲げる規定に定めるところによる。 

(1)～(7) ≪省略≫ 

（令和４年度または令和５年度における土

地の価格の特例） 
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改正後 改正前 

第８条の２ 市の区域内の自然的および社会

的条件からみて類似の利用価値を有すると

認められる地域において地価が下落し、か

つ、市長が土地の修正前の価格（法附則第１

７条の２第１項に規定する修正前の価格を

いう。）を当該年度分の固定資産税の課税標

準とすることが固定資産税の課税上著しく

均衡を失すると認める場合における当該土

地に対して課する固定資産税の課税標準は、

第６１条の規定にかかわらず、令和７年度分

または令和８年度分の固定資産税に限り、当

該土地の修正価格（法附則第１７条の２第１

項に規定する修正価格をいう。）で土地課税

台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令

和７年度適用土地または令和７年度類似適

用土地であつて、令和８年度分の固定資産税

について前項の規定の適用を受けないこと

となるものに対して課する同年度分の固定

資産税の課税標準は、第６１条の規定にかか

わらず、修正された価格（法附則第１７条の

２第２項に規定する修正された価格をい

う。）で土地課税台帳等に登録されたものと

する。 

（宅地等に対して課する令和６年度から令

和８年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

第９条 宅地等に係る令和６年度から令和８

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当

該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３の２の規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該価格に同条に定める率を乗

じて得た額。以下この条において同じ。）に

１００分の５を乗じて得た額を加算した額

（当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３または附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地

等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき額とした場合における固定資

産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」と

第８条の２ 市の区域内の自然的および社会

的条件からみて類似の利用価値を有すると

認められる地域において地価が下落し、か

つ、市長が土地の修正前の価格（法附則第１

７条の２第１項に規定する修正前の価格を

いう。）を当該年度分の固定資産税の課税標

準とすることが固定資産税の課税上著しく

均衡を失すると認める場合における当該土

地に対して課する固定資産税の課税標準は、

第６１条の規定にかかわらず、令和４年度分

または令和５年度分の固定資産税に限り、当

該土地の修正価格（法附則第１７条の２第１

項に規定する修正価格をいう。）で土地課税

台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令

和４年度適用土地または令和４年度類似適

用土地であつて、令和５年度分の固定資産税

について前項の規定の適用を受けないこと

となるものに対して課する同年度分の固定

資産税の課税標準は、第６１条の規定にかか

わらず、修正された価格（法附則第１７条の

２第２項に規定する修正された価格をい

う。）で土地課税台帳等に登録されたものと

する。 

（宅地等に対して課する令和３年度から令

和５年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

第９条 宅地等に係る令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当

該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３の２の規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該価格に同条に定める率を乗

じて得た額。以下この条において同じ。）に

１００分の５（商業地等に係る令和４年度分

の固定資産税にあつては、１００分の２．５）

を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分

の固定資産税にあつては、前年度分の固定資

産税の課税標準額）（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３

または附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて
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いう。）を超える場合には、当該宅地等調整

固定資産税額とする。 

 

 

 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等

調整固定資産税額が、当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商

業地等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３または附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける商

業地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産

税額を超える場合には、同項の規定にかかわ

らず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等

調整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき

価格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３または附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額に満

たない場合には、同項の規定にかかわらず、

当該固定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．６以上０．７以下のものに

係る令和６年度から令和８年度までの各年

度分の固定資産税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の固定

資産税に係る前年度分の固定資産税の課税

標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３または附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは、前年度分

の固定資産税の課税標準額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等

得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額（以下「宅地等調整

固定資産税額」という。）を超える場合には、

当該宅地等調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和４年度分および令和５年度分の宅地

等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定

資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき価格に

１０分の６を乗じて得た額（当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３または附則第１５条から第１５条

の３までの規定の適用を受ける商業地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額を超

える場合には、同項の規定にかかわらず、当

該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和４年度分および令和５年度分の宅地

等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定

資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格に１

０分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４９条

の３または附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額に満たない場

合には、同項の規定にかかわらず、当該固定

資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．６以上０．７以下のものに

係る令和３年度から令和５年度までの各年

度分の固定資産税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の固定

資産税に係る前年度分の固定資産税の課税

標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３または附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは、前年度分

の固定資産税の課税標準額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等
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改正後 改正前 

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産

税額（以下「商業地等据置固定資産税額」と

いう。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．７を超えるものに係る令和

６年度から令和８年度までの各年度分の固

定資産税の額は、第１項の規定にかかわら

ず、当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格に１０分の

７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３

または附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「商業地

等調整固定資産税額」という。）とする。 

 

 

第９条の２ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

（農地に対して課する令和６年度から令和

８年度までの各年度分の固定資産税の特例） 

第１０条 農地に係る令和６年度から令和８

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当

該農地が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３または附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける農

地であるときは、当該課税標準額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）に、当該農

地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担

水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担

調整率を乗じて得た額を当該農地に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額（以下

「農地調整固定資産税額」という。）を超え

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産

税額（以下「商業地等据置固定資産税額」と

いう。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．７を超えるものに係る令和

３年度から令和５年度までの各年度分の固

定資産税の額は、第１項の規定にかかわら

ず、当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格に１０分の

７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３

または附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「商業地

等調整固定資産税額」という。）とする。 

（用途変更宅地等に係る平成３０年度から

令和２年度までの各年度分の固定資産税） 

第９条の２ 地方税法及び国有資産等所在市

町村交付金法の一部を改正する法律（平成２

４年法律第１７号）附則第１０条の規定に基

づき、平成３０年度から令和２年度までの各

年度分の固定資産税については、法附則第１

８条の３（法附則第２１条の２第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定を適用しな

いこととする。 

（農地に対して課する令和３年度から令和

５年度までの各年度分の固定資産税の特例） 

第１０条 農地に係る令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当

該農地が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３または附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける農

地であるときは、当該課税標準額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額。以下この項

において同じ。）に、当該農地の当該年度の

次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応

じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて

得た額（令和３年度分の固定資産税にあつて

は、前年度分の固定資産税の課税標準額）を

当該農地に係る当該年度分の固定資産税の
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改正後 改正前 

る場合には、当該農地調整固定資産税額とす

る。 

 

 

≪現行どおり≫ ≪現行どおり≫ 

第１０条の２～第１１条の２ ≪現行どおり

≫ 

（特別土地保有税の課税の特例） 

第１２条 付則第９条第１項から第５項まで

の規定の適用がある宅地等（付則第８条第２

号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３４

９条の３、第３４９条の３の２または附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用

がある宅地等を除く。）に対して課する令和

６年度から令和８年度までの各年度分の特

別土地保有税については、第１３７条第１号

および第１４０条の５中「当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき価格」とあるの

は、「当該年度分の固定資産税に係る付則第

９条第１項から第５項までに規定する課税

標準となるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅

地評価土地の取得のうち平成１８年１月１

日から令和９年３月３１日までの間にされ

たものに対して課する特別土地保有税につ

いては、第１３７条第２号中「不動産取得税

の課税標準となるべき価格」とあるのは「不

動産取得税の課税標準となるべき価格（法附

則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における課税標準となるべ

き価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」

とし、「令第５４条の３８第１項に規定する

価格」とあるのは「令第５４条の３８第１項

に規定する価格（法附則第１１条の５第１項

の規定の適用がないものとした場合におけ

る価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」

とする。 

３～５ ≪現行どおり≫ 

第１２条の２～第１３条の２ ≪現行どおり

≫ 

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民

税の課税の特例） 

第１３条の３ ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

３ ≪現行どおり≫ 

(1)～(4) ≪現行どおり≫ 

(5) 付則第４条の５および付則第４条の８

課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」

という。）を超える場合には、当該農地調整

固定資産税額とする。 

≪省略≫ ≪省略≫ 

第１０条の２～第１１条の２ ≪省略≫ 

 

（特別土地保有税の課税の特例） 

第１２条 付則第９条第１項から第５項まで

の規定の適用がある宅地等（付則第８条第２

号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３４

９条の３、第３４９条の３の２または附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用

がある宅地等を除く。）に対して課する令和

３年度から令和５年度までの各年度分の特

別土地保有税については、第１３７条第１号

および第１４０条の５中「当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき価格」とあるの

は「当該年度分の固定資産税に係る付則第９

条第１項から第５項までに規定する課税標

準となるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅

地評価土地の取得のうち平成１８年１月１

日から令和６年３月３１日までの間にされ

たものに対して課する特別土地保有税につ

いては、第１３７条第２号中「不動産取得税

の課税標準となるべき価格」とあるのは「不

動産取得税の課税標準となるべき価格（法附

則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における課税標準となるべ

き価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」

とし、「令第５４条の３８第１項に規定する

価格」とあるのは「令第５４条の３８第１項

に規定する価格（法附則第１１条の５第１項

の規定の適用がないものとした場合におけ

る価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」

とする。 

３～５ ≪省略≫ 

第１２条の２～第１３条の２ ≪省略≫ 

 

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民

税の課税の特例） 

第１３条の３ ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

３ ≪省略≫ 

(1)～(4) ≪省略≫ 

≪改正後に新設≫ 
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改正後 改正前 

の規定の適用については、付則第４条の５

第１項および付則第４条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額ならびに付

則第１３条の３第１項の規定による市民

税の所得割の額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市

民税の課税の特例） 

第１３条の４ ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

３ ≪現行どおり≫ 

(1)～(4) ≪現行どおり≫ 

(5) 付則第４条の５および付則第４条の８

の規定の適用については、付則第４条の５

第１項および付則第４条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額ならびに付

則第１３条の４第１項の規定による市民

税の所得割の額」とする。 

４ ≪現行どおり≫ 

 

第１４条 削除 

 

 

 

第１４条の２ ≪現行どおり≫ 

 

 

≪改正前を削る≫ 

 

 

（都市計画税に係る法附則第１５条第３２

項の条例で定める割合） 

第１４条の３ 都市計画税に係る法附則第１

５条第３２項に規定する市町村の条例で定

める割合は、３分の２とする。 

（都市計画税に係る法附則第１５条第３７

項の条例で定める割合） 

第１４条の４ 都市計画税に係る法附則第１

５条第３７項に規定する市町村の条例で定

める割合は、３分の２とする。 

（都市計画税に係る法附則第１５条第３８

項の条例で定める割合） 

第１４条の５ 都市計画税に係る法附則第１

５条第３８項に規定する市町村の条例で定

める割合は、２分の１とする。 

（都市計画税に係る法附則第１５条第４２

項の条例で定める割合） 

第１４条の６ 都市計画税に係る法附則第１

 

 

 

 

 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市

民税の課税の特例） 

第１３条の４ ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

３ ≪省略≫ 

(1)～(4) ≪省略≫ 

≪改正後に新設≫ 

 

 

 

 

 

４ ≪省略≫ 

（昭和４５年度分の固定資産税の特例） 

第１４条 昭和４５年度分の固定資産税に限

り、第６７条第１項中「４月１日から同月３

０日まで」とあるのは「５月１日から６月１

日まで」とする。 

第１４条の２ ≪省略≫ 

（都市計画税に係る法附則第１５条第３２

項の条例で定める割合） 

第１４条の３ 都市計画税に係る法附則第１

５条第３２項に規定する市町村の条例で定

める割合は、３分の１とする。 

（都市計画税に係る法附則第１５条第３３

項の条例で定める割合） 

第１４条の４ 都市計画税に係る法附則第１

５条第３３項に規定する市町村の条例で定

める割合は、３分の２とする。 

（都市計画税に係る法附則第１５条第３８

項の条例で定める割合） 

第１４条の５ 都市計画税に係る法附則第１

５条第３８項に規定する市町村の条例で定

める割合は、３分の２とする。 

 

 

≪改正後に新設≫ 

 

 

（都市計画税に係る法附則第１５条第４３

項の条例で定める割合） 

第１４条の６ 都市計画税に係る法附則第１
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改正後 改正前 

５条第４２項に規定する市町村の条例で定

める割合は、４分の３とする。 

第１５条 ≪現行どおり≫ 

（宅地等に対して課する令和６年度から令

和８年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

第１５条の２ 宅地等に係る令和６年度から

令和８年度までの各年度分の都市計画税の

額は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計

画税額が、当該宅地等の当該年度分の都市計

画税に係る前年度分の都市計画税の課税標

準額に、当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格（当該宅地

等が当該年度分の都市計画税について法第

７０２条の３の規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該価格に同条に定める率を

乗じて得た額。以下同じ。）に１００分の５

を乗じて得た額を加算した額（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３（第１８項を除く。）または附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける宅地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該

宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき額とした場合における都

市計画税額（以下「宅地等調整都市計画税額」

という。）を超える場合には、当該宅地等調

整都市計画税額とする。 

 

 

 

 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等

調整都市計画税額が、当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商

業地等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３（第１８項を除く。）また

は附則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける商業地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）を当該商業地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき額とした場

合における都市計画税額を超える場合には、

前項の規定にかかわらず、当該都市計画税額

５条第４３項に規定する市町村の条例で定

める割合は、４分の３とする。 

第１５条 ≪省略≫ 

（宅地等に対して課する令和３年度から令

和５年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

第１５条の２ 宅地等に係る令和３年度から

令和５年度までの各年度分の都市計画税の

額は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計

画税額が、当該宅地等の当該年度分の都市計

画税に係る前年度分の都市計画税の課税標

準額に、当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格（当該宅地

等が当該年度分の都市計画税について法第

７０２条の３の規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該価格に同条に定める率を

乗じて得た額。以下同じ。）に１００分の５

（商業地等に係る令和４年度分の都市計画

税にあつては、１００分の２．５）を乗じて

得た額を加算した額（令和３年度分の都市計

画税にあつては、前年度分の都市計画税の課

税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３（第１８項

を除く。）または附則第１５条から第１５条

の３までの規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額（以下「宅

地等調整都市計画税額」という。）を超える

場合には、当該宅地等調整都市計画税額とす

る。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和４年度分および令和５年度分の宅地

等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市

計画税額が、当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき価格に

１０分の６を乗じて得た額（当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３（第１８項を除く。）または附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける商業地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当

該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額を超える場合には、前項の規

定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 
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改正後 改正前 

とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等

調整都市計画税額が、当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき

価格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３（第１８項を除く。）または附

則第１５条から第１５条の３までの規定の

適用を受ける宅地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額に満たない場合には、第１項

の規定にかかわらず、当該都市計画税額とす

る。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．６以上０．７以下のものに

係る令和６年度から令和８年度までの各年

度分の都市計画税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の課税

標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３（第１８項を

除く。）または附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該課税標準額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき額とした場合における都市計画税

額（以下「商業地等据置都市計画税額」とい

う。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．７を超えるものに係る令和

６年度から令和８年度までの各年度分の都

市計画税の額は、第１項の規定にかかわら

ず、当該商業地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき価格に１０分の

７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３

（第１８項を除く。）または附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地

等に係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき額とした場合における都市計

 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和４年度および令和５年度分の宅地等

調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計

画税額が、当該宅地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき価格に１０

分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年

度分の固定資産税について法第３４９条の

３（第１８項を除く。）または附則第１５条

から第１５条の３までの規定の適用を受け

る宅地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等

に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画

税額に満たない場合には、第１項の規定にか

かわらず、当該都市計画税額とする。 

 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．６以上０．７以下のものに

係る令和３年度から令和５年度までの各年

度分の都市計画税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の課税

標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３（第１８項を

除く。）または附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該課税標準額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき額とした場合における都市計画税

額（以下「商業地等据置都市計画税額」とい

う。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．７を超えるものに係る令和

３年度から令和５年度までの各年度分の都

市計画税の額は、第１項の規定にかかわら

ず、当該商業地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき価格に１０分の

７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３

（第１８項を除く。）または附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地

等に係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき額とした場合における都市計
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改正後 改正前 

画税額（以下「商業地等調整都市計画税額」

という。）とする。 

（農地に対して課する令和６年度から令和

８年度までの各年度分の都市計画税の特例） 

第１６条 農地に係る令和６年度から令和８

年度までの各年度分の都市計画税の額は、当

該農地に係る当該年度分の都市計画税額が、

当該農地に係る当該年度分の都市計画税に

係る前年度分の都市計画税の課税標準額（当

該農地が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３（第１８項を除く。）また

は附則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける農地であるときは、当該課

税標準額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）に、当該農地の当該年度の次の表

の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表

の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額

を当該農地に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額（以下「農地調整都市計画税

額」という。）を超える場合には、当該農地

調整都市計画税額とする。 

 

 

≪現行どおり≫ ≪現行どおり≫ 

第１６条の２～第１７条の２ ≪現行どおり

≫ 

（読替規定） 

第１８条 法附則第１５条第１項、第９項、第

１３項から第１７項まで、第１９項、第２０

項、第２４項、第２７項、第３１項から第３

４項まで、第３７項、第３８項、第４２項も

しくは第４５項、第１５条の２第２項、第１

５条の３または第６３条の規定の適用があ

る各年度分の都市計画税に限り、第１５１条

第２項中「または第３３項」とあるのは「も

しくは第３３項または附則第１５条から第

１５条の３までもしくは第６３条」とする。 

 

 

 

第１９条 削除 

 

 

 

 

 

画税額（以下「商業地等調整都市計画税額」

という。）とする。 

（農地に対して課する令和３年度から令和

５年度までの各年度分の都市計画税の特例） 

第１６条 農地に係る令和３年度から令和５

年度までの各年度分の都市計画税の額は、当

該農地に係る当該年度分の都市計画税額が、

当該農地に係る当該年度分の都市計画税に

係る前年度分の都市計画税の課税標準額（当

該農地が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３（第１８項を除く。）また

は附則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける農地であるときは、当該課

税標準額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額。以下この項において同じ。）に、

当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げ

る負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げ

る負担調整率を乗じて得た額（令和３年度分

の都市計画税にあつては、前年度分の都市計

画税の課税標準額）を当該農地に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額（以下「農

地調整都市計画税額」という。）を超える場

合には、当該農地調整都市計画税額とする。 

≪省略≫ ≪省略≫ 

第１６条の２～第１７条の２ ≪省略≫ 

 

（読替規定） 

第１８条 法附則第１５条第１項、第９項、第

１３項から第１７項まで、第１９項、第２０

項、第２４項、第２７項、第３１項から第３

５項まで、第３８項、第３９項、第４３項も

しくは第４６項、第１５条の２第２項、第１

５条の３または第６３条の規定の適用があ

る各年度分の都市計画税に限り、第１５１条

第２項中「または第３３項」とあるのは「も

しくは第３３項または法附則第１５条から

第１５条の３までもしくは第６３条」とす

る。 

（市街化区域農地に対して課する固定資産

税および都市計画税の減額） 

第１９条 昭和４７年度分の固定資産税また

は都市計画税に限り付則第１０条の３第１

項の表の第１号に掲げる市街化区域農地で

耕作の用に供されていると認められる農地

（当該農地で市街地内に点在するものにあ

つては都市の緑化に寄付し、または将来緑地
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改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２０条 削除 

 

 

 

 

第２０条の２ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例） 

第２１条 ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

３ ≪現行どおり≫ 

(1)～(4) ≪現行どおり≫ 

(5) 付則第４条の５および付則第４条の

８の規定の適用については、付則第４条

の５第１項および付則第４条の８中「所

得割の額」とあるのは、「所得割の額な

らびに付則第２１条第１項の規定による

市民税の所得割の額」とする。 

第２１条の２～第２１条の３ ≪現行どおり

≫ 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

として残すことが適当であると認められる

ものとする。）（以下「特例対象農地」とい

う。）に対して課する固定資産税または都市

計画税については、当該特例対象農地に係る

固定資産税額または都市計画税額と当該特

例対象農地が当該年度に係る賦課期日にお

いて市街化区域農地以外の農地であつたも

のとみなして付則第１０条または付則第１

６条の規定によつて算定した税額との差額

に相当する額を当該特例対象農地に係る固

定資産税額または都市計画税額からそれぞ

れ減額するものとする。 

２ 前項の規定により固定資産税額または都

市計画税額を減額する場合においては、草津

市農地課税審議会の議を経て、付則第１０条

の３第１項の表の第１号に掲げる市街化区

域農地が特例対象農地に該当するかどうか

の認定をしなければならない。 

（農地課税審議会） 

第２０条 前条第２項の規定によりその権限

に属させられた事項を調査審議させるため、

草津市農地課税審議会を置く。 

（用途変更宅地等に係る平成３０年度から

令和２年度までの各年度分の都市計画税） 

第２０条の２ 地方税法等の一部を改正する

法律（平成２１年法律第９号）附則第９条の

規定に基づき、平成３０年度から令和２年度

までの各年度分の都市計画税については、法

附則第２５条の３（法附則第２７条の４の２

第２項において準用する場合を含む。）にお

いて読み替えて準用する法附則第１８条の

３の規定を適用しないこととする。 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例） 

第２１条 ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

３ ≪省略≫ 

(1)～(4) ≪省略≫ 

≪改正後に新設≫ 

 

 

 

 

 

第２１条の２～第２１条の３ ≪省略≫ 

 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税
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改正後 改正前 

の特例） 

第２２条 ≪現行どおり≫ 

２～４ ≪現行どおり≫ 

５ ≪現行どおり≫ 

(1)～(4) ≪現行どおり≫ 

(5) 付則第４条の５および付則第４条の８

の規定の適用については、付則第４条の５

第１項および付則第４条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額ならびに付

則第２２条第１項の規定による市民税の

所得割の額」とする。 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の市民税の課税の特例） 

第２３条 ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

(1)～(4) ≪現行どおり≫ 

(5) 付則第４条の５および付則第４条の８

の規定の適用については、付則第４条の５

第１項および付則第４条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額ならびに付

則第２３条第１項の規定による市民税の

所得割の額」とする。 

第２３条の２ ≪現行どおり≫ 

（先物取引に係る雑所得に係る個人の市民

税の課税の特例） 

第２４条 ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

(1)～(4) ≪現行どおり≫ 

(5) 付則第４条の５および付則第４条の８

の規定の適用については、付則第４条の５

第１項および付則第４条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額ならびに付

則第２４条第１項の規定による市民税の

所得割の額」とする。 

（特例適用利子等および特例適用配当等に

係る個人の市民税の課税の特例） 

第２４条の２ ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

(1)～(4) ≪現行どおり≫ 

(5) 付則第４条の５および付則第４条の８

の規定の適用については、付則第４条の５

第１項および付則第４条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額ならびに付

則第２４条の２第１項の規定による市民

税の所得割の額」とする。 

３～４ ≪現行どおり≫ 

５ ≪現行どおり≫ 

の特例） 

第２２条 ≪省略≫ 

２～４ ≪省略≫ 

５ ≪省略≫ 

(1)～(4) ≪省略≫ 

≪改正後に新設≫ 

 

 

 

 

 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の市民税の課税の特例） 

第２３条 ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

(1)～(4) ≪省略≫ 

≪改正後に新設≫ 

 

 

 

 

 

第２３条の２ ≪省略≫ 

（先物取引に係る雑所得に係る個人の市民

税の課税の特例） 

第２４条 ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

(1)～(4) ≪省略≫ 

≪改正後に新設≫ 

 

 

 

 

 

（特例適用利子等および特例適用配当等に

係る個人の市民税の課税の特例） 

第２４条の２ ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

(1)～(4) ≪省略≫ 

≪改正後に新設≫ 

 

 

 

 

 

３～４ ≪省略≫ 

５ ≪省略≫ 
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改正後 改正前 

(1)～(4) ≪現行どおり≫ 

(5) 付則第４条の５および付則第４条の８

の規定の適用については、付則第４条の５

第１項および付則第４条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額ならびに付

則第２４条の２第３項後段の規定による

市民税の所得割の額」とする。 

（条約適用利子等および条約適用配当等に

係る個人の市民税の課税の特例） 

第２４条の３ ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

(1)～(4) ≪現行どおり≫ 

(5) 付則第４条の５および付則第４条の８

の規定の適用については、付則第４条の５

第１項および付則第４条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額ならびに付

則第２４条の３第１項の規定による市民

税の所得割の額」とする。 

３～４ ≪現行どおり≫ 

５ ≪現行どおり≫ 

(1)～(4) ≪現行どおり≫ 

(5) 付則第４条の５および付則第４条の８

の規定の適用については、付則第４条の５

第１項および付則第４条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額ならびに付

則第２４条の３第３項後段の規定による

市民税の所得割の額」とする。 

６ ≪現行どおり≫ 

第２５条～第２８条 ≪現行どおり≫ 

（用途変更宅地等に係る固定資産税および

都市計画税の特例） 

第２９条 地方税法等の一部を改正する法律

（令和６年法律第４号）附則第２１条第１項

の規定により、同項に規定する各年度分の固

定資産税および都市計画税については、法附

則第１８条の３（法附則第２１条の２第２項

において準用する場合を含む。）および第２

５条の３（法附則第２７条の４の２第２項に

おいて準用する場合を含む。）の規定を適用

しないこととする。 

(1)～(4) ≪省略≫ 

≪改正後に新設≫ 

 

 

 

 

 

（条約適用利子等および条約適用配当等に

係る個人の市民税の課税の特例） 

第２４条の３ ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

(1)～(4) ≪省略≫ 

≪改正後に新設≫ 

 

 

 

 

 

３～４ ≪省略≫ 

５ ≪省略≫ 

(1)～(4) ≪省略≫ 

≪改正後に新設≫ 

 

 

 

 

 

６ ≪省略≫ 

第２５条～第２８条 ≪省略≫ 

（用途変更宅地等に係る固定資産税および

都市計画税の特例） 

第２９条 地方税法等の一部を改正する法律

（令和３年法律第７号）附則第１４条第１項

の規定により、同項に規定する各年度分の固

定資産税および都市計画税については、法附

則第１８条の３（法附則第２１条の２第２項

において準用する場合を含む。）および第２

５条の３（法附則第２７条の４の２第２項に

おいて準用する場合を含む。）において読み

替えて準用する法附則第１８条の３の規定

を適用しないこととする。 

付 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、改正後の草津市税条例（以下「新条例」という。）の規

定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和

５年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法等の一部

を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法

律第２２６号。以下「旧法」という。）附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネル

ギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第３２項

に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固定資産に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施行の日から令和

６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に規定する滞在快適性等向

上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和６年度

以後の年度分の都市計画税について適用し、令和５年度分までの都市計画税については、なお

従前の例による。 

２ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第３２項に

規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固定資産に対し

て課する都市計画税については、なお従前の例による。 

３ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施行の日から令和

６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に規定する滞在快適性等向上

施設等の用に供する固定資産に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 
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議第４２号 

 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

令和６年６月７日 

 

 

 

草津市長 橋 川  渉 
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専決処分の承認を求めることについて  

 本市は、草津市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について緊急に執行する必要があり、

議会を招集する時間的余裕がなかったので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条

第１項の規定により専第２号で専決処分したから、同条第３項の規定に基づき、議会に報告し、

その承認を求める。 
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専第 ２ 号 

 

 

草津市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

草津市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を早急に制定する必要が生じたので、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

 

 

令和６年４月１日  

 

 

 

                                           草津市長 橋 川  渉 
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草津市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 草津市国民健康保険税条例（昭和３０年草津市条例第２６号）の一部を次の表のように改正す

る。 

（下線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

第１条 ≪現行どおり≫ 

（課税額） 

第２条 ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税

額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）

およびその世帯に属する国民健康保険の被

保険者につき算定した所得割額ならびに被

保険者均等割額および世帯別平等割額の合

算額とする。ただし、当該合算額が２４万円

を超える場合においては、後期高齢者支援金

等課税額は、２４万円とする。 

４ ≪現行どおり≫ 

第３条～第１６条 ≪現行どおり≫ 

 （国民健康保険税の減額） 

第１７条 次の各号のいずれかに掲げる国民

健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基

礎課税額からアおよびイに掲げる額を減額

して得た額（当該減額して得た額が６５万円

を超える場合は、６５万円）、同条第３項本

文の後期高齢者支援金等課税額からウおよ

びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が２４万円を超える場合は、２４

万円）ならびに同条第４項本文の介護納付金

課税額からオおよびカに掲げる額を減額し

て得た額（当該減額して得た額が１７万円を

超える場合は、１７万円）の合算額とする。 

(1) ≪現行どおり≫ 

(2) 法第７０３条の５第１項に規定する総

所得金額および山林所得金額の合計額が

４３万円（納税義務者ならびにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者および特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等の

数が２以上の場合にあつては、４３万円に

当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者および特定同一世帯所属

者１人につき２９万５千円を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者（前号

第１条 ≪省略≫ 

（課税額） 

第２条 ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税

額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）

およびその世帯に属する国民健康保険の被

保険者につき算定した所得割額ならびに被

保険者均等割額および世帯別平等割額の合

算額とする。ただし、当該合算額が２２万円

を超える場合においては、後期高齢者支援金

等課税額は、２２万円とする。 

４ ≪省略≫ 

第３条～第１６条 ≪省略≫ 

（国民健康保険税の減額） 

第１７条 次の各号のいずれかに掲げる国民

健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基

礎課税額からアおよびイに掲げる額を減額

して得た額（当該減額して得た額が６５万円

を超える場合は、６５万円）、同条第３項本

文の後期高齢者支援金等課税額からウおよ

びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が２２万円を超える場合は、２２

万円）ならびに同条第４項本文の介護納付金

課税額からオおよびカに掲げる額を減額し

て得た額（当該減額して得た額が１７万円を

超える場合は、１７万円）の合算額とする。 

(1) ≪省略≫ 

(2) 法第７０３条の５第１項に規定する総

所得金額および山林所得金額の合計額が

４３万円（納税義務者ならびにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者および特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等の

数が２以上の場合にあつては、４３万円に

当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者および特定同一世帯所属

者１人につき２９万円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者（前号に該
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改正後 改正前 

に該当する者を除く。） 

ア～カ ≪現行どおり≫ 

(3) 法第７０３条の５第１項に規定する総

所得金額および山林所得金額の合計額が

４３万円（納税義務者ならびにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者および特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等の

数が２以上の場合にあつては、４３万円に

当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者および特定同一世帯所属

者１人につき５４万５千円を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者（前２

号に該当する者を除く。） 

ア～カ ≪現行どおり≫ 

２～３ ≪現行どおり≫ 

第１７条の２～第２２条 ≪現行どおり≫  

当する者を除く。） 

ア～カ ≪省略≫ 

(3) 法第７０３条の５第１項に規定する総

所得金額および山林所得金額の合計額が

４３万円（納税義務者ならびにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者および特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等の

数が２以上の場合にあつては、４３万円に

当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者および特定同一世帯所属

者１人につき５３万５千円を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者（前２

号に該当する者を除く。） 

ア～カ ≪省略≫ 

２～３ ≪省略≫ 

第１７条の２～第２２条 ≪省略≫ 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の草津市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例

による。 
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議第４６号 

 

 

   草津市税条例の一部を改正する条例案 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

令和６年６月７日 

 

 

 

草津市長 橋 川  渉 
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草津市税条例の一部を改正する条例 

 草津市税条例（昭和４５年草津市条例第９号）の一部を次の表のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 
改正後 改正前 

第１条～第３４条の７ ≪現行どおり≫ 

 （寄附金税額控除） 

第３４条の８ 所得割の納税義務者が、前年中

に法第３１４条の７第１項第１号および第

２号に掲げる寄附金または次に掲げる寄附

金を支出した場合には、同項に規定するとこ

ろにより控除すべき額（当該納税義務者が前

年中に同条第２項に規定する特例控除対象

寄附金を支出した場合にあつては、当該控除

すべき金額に特例控除額を加算した金額。以

下この項において「控除額」という。）をそ

の者の第３４条の３および第３４条の６の

規定を適用した場合の所得割の額から控除

するものとする。この場合において、当該控

除額が当該所得割の額を超えるときは、当該

控除額は、当該所得割の額に相当する金額と

する。 

(1) 次に掲げる寄附金のうち、規則で定め

るもの 

ア～ク ≪現行どおり≫ 

  ケ 所得税法第７８条第２項第４号に規

定する公益信託の信託財産とするため

に支出した当該公益信託に係る信託事

務に関連する寄附金 

 コ ≪現行どおり≫ 

(2) ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

第３４条の９～第５５条 ≪現行どおり≫ 

第５６条 法第３４８条第２項第９号、第９号

の２または第１２号の固定資産について同

項本文の規定の適用を受けようとする者は、

土地については第１号および第２号に、家屋

については第３号および第４号に、償却資産

については第５号および第６号に掲げる事

項を記載した申告書を、当該土地、家屋また

は償却資産が学校法人もしくは私立学校法

（昭和２４年法律第２７０号）第１５２条第

５項の法人、公益社団法人もしくは公益財団

法人、宗教法人もしくは社会福祉法人で幼稚

園を設置するもの、医療法（昭和２３年法律

第２０５号）第３１条の公的医療機関の開設

者、令第４９条の１０第１項に規定する医療

第１条～第３４条の７ ≪省略≫ 

 （寄附金税額控除） 

第３４条の８ 所得割の納税義務者が、前年中

に法第３１４条の７第１項第１号および第

２号に掲げる寄附金または次に掲げる寄附

金もしくは金銭を支出した場合には、同項に

規定するところにより控除すべき額（当該納

税義務者が前年中に同条第２項に規定する

特例控除対象寄附金を支出した場合にあつ

ては、当該控除すべき金額に特例控除額を加

算した金額。以下この項において「控除額」

という。）をその者の第３４条の３および第

３４条の６の規定を適用した場合の所得割

の額から控除するものとする。この場合にお

いて、当該控除額が当該所得割の額を超える

ときは、当該控除額は、当該所得割の額に相

当する金額とする。 

(1) 次に掲げる寄附金または金銭のうち、

規則で定めるもの 

ア～ク ≪省略≫ 

  ケ 所得税法第７８条第３項に規定する

特定公益信託の信託財産とするために

支出した金銭 

  

コ ≪省略≫ 

(2) ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

第３４条の９～第５５条 ≪省略≫ 

第５６条 法第３４８条第２項第９号、第９号

の２または第１２号の固定資産について同

項本文の規定の適用を受けようとする者は、

土地については第１号および第２号に、家屋

については第３号および第４号に、償却資産

については第５号および第６号に掲げる事

項を記載した申告書を、当該土地、家屋また

は償却資産が学校法人もしくは私立学校法

（昭和２４年法律第２７０号）第６４条第４

項の法人、公益社団法人もしくは公益財団法

人、宗教法人もしくは社会福祉法人で幼稚園

を設置するもの、医療法（昭和２３年法律第

２０５号）第３１条の公的医療機関の開設

者、令第４９条の１０第１項に規定する医療
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改正後 改正前 

法人、公益社団法人もしくは公益財団法人、

一般社団法人（非営利型法人（法人税法第２

条第９号の２に規定する非営利型法人をい

う。以下この条において同じ。）に該当する

ものに限る。）もしくは一般財団法人（非営

利型法人に該当するものに限る。）、社会福

祉法人、健康保険組合もしくは健康保険組合

連合会もしくは国家公務員共済組合もしく

は国家公務員共済組合連合会で看護師、准看

護師、歯科衛生士、歯科技工士、助産師、臨

床検査技師、理学療法士もしくは作業療法士

の養成所を設置するもの、公益社団法人もし

くは公益財団法人で図書館を設置するもの、

公益社団法人もしくは公益財団法人もしく

は宗教法人で博物館法（昭和２６年法律第２

８５号）第２条第１項の博物館を設置するも

のまたは公益社団法人もしくは公益財団法

人で学術の研究を目的とするもの（以下この

条において「学校法人等」という。）の所有

に属しないものである場合においては当該

土地、家屋または償却資産を当該学校法人等

に無料で使用させていることを証明する書

面を添付して、市長に提出しなければならな

い。 

(1)～(6) ≪現行どおり≫ 

第５７条～第１５５条 ≪現行どおり≫ 

付 則 

第１条～第２条の３ ≪現行どおり≫ 

 

≪改正前を削る≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２条の４ ≪現行どおり≫ 

法人、公益社団法人もしくは公益財団法人、

一般社団法人（非営利型法人（法人税法第２

条第９号の２に規定する非営利型法人をい

う。以下この条において同じ。）に該当する

ものに限る。）もしくは一般財団法人（非営

利型法人に該当するものに限る。）、社会福

祉法人、健康保険組合もしくは健康保険組合

連合会もしくは国家公務員共済組合もしく

は国家公務員共済組合連合会で看護師、准看

護師、歯科衛生士、歯科技工士、助産師、臨

床検査技師、理学療法士もしくは作業療法士

の養成所を設置するもの、公益社団法人もし

くは公益財団法人で図書館を設置するもの、

公益社団法人もしくは公益財団法人もしく

は宗教法人で博物館法（昭和２６年法律第２

８５号）第２条第１項の博物館を設置するも

のまたは公益社団法人もしくは公益財団法

人で学術の研究を目的とするもの（以下この

条において「学校法人等」という。）の所有

に属しないものである場合においては当該

土地、家屋または償却資産を当該学校法人等

に無料で使用させていることを証明する書

面を添付して、市長に提出しなければならな

い。 

(1)～(6) ≪省略≫ 

第５７条～第１５５条 ≪省略≫ 

付 則 

第１条～第２条の３ ≪省略≫ 

 （公益法人等に係る市民税の課税の特例） 

第２条の４ 当分の間、租税特別措置法第４０

条第３項後段（同条第６項から第１０項まで

および第１１項（同条第１２項において準用

する場合を含む。以下この条において同じ。）

の規定によりみなして適用する場合を含

む。）の規定の適用を受けた同法第４０条第

３項に規定する公益法人等（同条第６項から

第１１項までの規定により特定贈与等に係

る公益法人等とみなされる法人を含む。）を

同条第３項に規定する贈与または遺贈を行

つた個人とみなして、令附則第３条の２の３

で定めるところにより、これに同項に規定す

る財産（同法第４０条第６項から第１１項ま

での規定により特定贈与等に係る財産とみ

なされる資産を含む。）に係る山林所得の金

額、譲渡所得の金額または雑所得の金額に係

る市民税の所得割を課する。 

第２条の５ ≪省略≫ 
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改正後 改正前 

第３条～第２９条 ≪現行どおり≫ 第３条～第２９条 ≪省略≫ 

付 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第５６条の改正規定 令和７年４月１日 

(2) 第３４条の８第１項の改正規定および付則第２条の４を削り、付則第２条の５を付則第２

条の４とする改正規定ならびに次条の規定 公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）

の施行の日の属する年の翌年の１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定の適

用がある場合における前条第２号に掲げる規定による改正後の市税条例（第３４条の８第１項

（第１号ケに係る部分に限る。）の規定の適用については、同項第１号ケ中「寄附金」とある

のは、「寄附金（所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項

の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第１条の規定による改正前の所得税法第

７８条第３項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。）」とする。 
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議第４７号 

 

 

   草津市立草津アミカホール条例等の一部を改正する条例案 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

令和６年６月７日 

 

 

 

草津市長 橋 川  渉 
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草津市立草津アミカホール条例等の一部を改正する条例 

 （草津市立草津アミカホール条例の一部改正） 

第１条 草津市立草津アミカホール条例（平成３年草津市条例第３４号）の一部を次の表のよう

に改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

第１条～第８条 ≪現行どおり≫ 

（利用料金） 

第９条 第４条第１項の規定により教育委員

会が指定管理者にアミカホールの管理を行

わせる場合は、前条第１項および第２項の規

定にかかわらず、利用者は、指定管理者にア

ミカホールの利用に係る料金（以下「利用料

金」という。）を納付しなければならない。 

２ 利用料金は、前条第２項および別表に掲げ

る金額の範囲内において、指定管理者があら

かじめ市長の承認を得て定めるものとする。

利用料金を変更しようとするときについて

も、同様とする。 

３ 前項の場合において、前条第２項および別

表中「使用料」とあるのは、「利用料金」と

読み替えるものとする。 

４～６ ≪現行どおり≫ 

第１０条～第１１条 ≪現行どおり≫ 

別表（第８条第１項関係） 

 （別添１－１のとおり） 

第１条～第８条 ≪省略≫ 

（利用料金） 

第９条 第４条第１項の規定により教育委員

会が指定管理者にアミカホールの管理を行

わせる場合は、第８条第１項の規定にかかわ

らず、利用者は、指定管理者にアミカホール

の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）

を納付しなければならない。 

２ 利用料金は、別表に掲げる金額の範囲内に

おいて、指定管理者があらかじめ市長の承認

を得て定めるものとする。利用料金を変更し

ようとするときについても、同様とする。 

 

３ 前項の場合において、別表中「使用料」と

あるのは、「利用料金」と読み替えるものと

する。 

４～６ ≪省略≫ 

第１０条～第１１条 ≪省略≫ 

別表（第８条第１項関係） 
 （別添１－２のとおり） 

 （草津市立草津クレアホール条例の一部改正） 

第２条 草津市立草津クレアホール条例（平成２６年草津市条例第２０号）の一部を次の表のよ

うに改正する。 

（下線部分は改正部分） 
改正後 改正前 

第１条～第９条 ≪現行どおり≫ 

（利用料金） 

第１０条 第４条の規定により教育委員会が

指定管理者にクレアホールの管理を行わせ

る場合は、前条第１項および第２項の規定に

かかわらず、利用者は、指定管理者にクレア

ホールの利用に係る料金（以下「利用料金」

という。）を納付しなければならない。 

２ 利用料金は、前条第２項および別表に掲げ

る金額の範囲内において、指定管理者があら

第１条～第９条 ≪省略≫ 

（利用料金） 

第１０条 第４条の規定により教育委員会が

指定管理者にクレアホールの管理を行わせ

る場合は、前条第１項の規定にかかわらず、

利用者は、指定管理者にクレアホールの利用

に係る料金（以下「利用料金」という。）を

納付しなければならない。 

２ 利用料金は、別表に掲げる金額の範囲内に

おいて、指定管理者があらかじめ市長の承認
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改正後 改正前 

かじめ市長の承認を得て定めるものとする。

利用料金を変更しようとするときについて

も、同様とする。 

３ 前項の場合において、前条第２項および別

表中「使用料」とあるのは、「利用料金」と

読み替えるものとする。 

４～６ ≪現行どおり≫ 

第１１条～第１２条 ≪現行どおり≫ 

別表（第９条第１項、第１０条第２項関係） 

 （別添２－１のとおり） 

を得て定めるものとする。利用料金を変更し

ようとするときについても、同様とする。 

 

３ 前項の場合において、別表中「使用料」と

あるのは、「利用料金」と読み替えるものと

する。 

４～６ ≪省略≫ 

第１１条～第１２条 ≪省略≫ 
別表（第９条第１項、第１０条第２項関係） 
 （別添２－２のとおり） 

 （草津市立長寿の郷ロクハ荘条例の一部改正） 

第３条 草津市立長寿の郷ロクハ荘条例（平成６年草津市条例第１２号）の一部を次の表のよう

に改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

第１条～第１４条 ≪現行どおり≫ 

別表（第１１条第１項、第１２条第２項関係） 

施設 区分 使用料 

温浴施設（１

人１回につ

き） 

大人（１５歳

以上の者（中

学生を除

く。）） 

４９０円 

≪現行どお

り≫ 
≪現行どお

り≫ 
≪現行どお

り≫ 

≪現行どお

り≫ 

≪現行どお

り≫ 

備考 ≪現行どおり≫ 

第１条～第１４条 ≪省略≫ 

別表（第１１条第１項、第１２条第２項関係） 

施設 区分 使用料 

温浴施設（１

人１回につ

き） 

大人（１５歳

以上の者（中

学生を除

く。）） 

４３０円 

≪省略≫ 
 

≪省略≫ 

≪省略≫ 
 

≪省略≫ ≪省略≫ 

備考 ≪省略≫ 

 （草津市立なごみの郷条例の一部改正） 

第４条 草津市立なごみの郷条例（平成１２年草津市条例第３５号）の一部を次の表のように改

正する。 

（下線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

第１条～第１２条 ≪現行どおり≫ 

別表（第９条第１項、第１０条第２項関係） 

施設 区分 使用料 

温浴施設（１

人１回につ

き） 

大人（１５歳

以上の者（中

学生を除

く。）） 

４９０円 

≪現行どお ≪現行どお 

第１条～第１２条 ≪省略≫ 

別表（第９条第１項、第１０条第２項関係） 

施設 区分 使用料 

温浴施設（１

人１回につ

き） 

大人（１５歳

以上の者（中

学生を除

く。）） 

４３０円 

≪省略≫ ≪省略≫ 
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改正後 改正前 

 り≫ り≫ 
≪現行どお

り≫ 

≪現行どお

り≫ 

≪現行どお

り≫ 

備考 ≪現行どおり≫ 

   
≪省略≫ 
 

≪省略≫ ≪省略≫ 

備考 ≪省略≫ 

 （草津市立市民交流プラザ条例の一部改正） 

第５条 草津市立市民交流プラザ条例（平成１４年草津市条例第２６号）の一部を次の表のよう

に改正する。 

（下線部分は改正部分） 
改正後 改正前 

第１条～第７条 ≪現行どおり≫ 
 （使用料等） 
第８条 使用者は、別表に定める使用料を前納

しなければならない。 
 
２～４ ≪現行どおり≫ 
 （利用料金） 
第９条 第４条第１項の規定により市長が指

定管理者に市民交流プラザの管理を行わせ

る場合は、前条第１項および第２項の規定に

かかわらず、利用者は、指定管理者に市民交

流プラザの利用に係る料金（以下「利用料金」

という。）を納付しなければならない。 
２ 利用料金は、前条第２項および別表に掲げ

る金額の範囲内において、指定管理者があら

かじめ市長の承認を得て定めるものとする。

利用料金を変更しようとするときについて

も、同様とする。 

３ 前項の場合において、前条第２項および別

表中「使用料」とあるのは、「利用料金」と

読み替えるものとする。 

４～６ ≪現行どおり≫ 
第１０条～第１１条 ≪現行どおり≫ 
別表（第８条第１項、第９条第２項関係） 
（別添３－１のとおり） 

第１条～第７条 ≪省略≫ 
（使用料等） 

第８条 第４条第１項に規定する使用者は、別

表に定める使用料を前納しなければならな

い。 
２～４ ≪省略≫ 
 （利用料金） 
第９条 第４条第１項の規定により市長が指

定管理者に市民交流プラザの管理を行わせ

る場合は、第８条第１項の規定にかかわら

ず、利用者は、指定管理者に市民交流プラザ

の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）

を納付しなければならない。 
２ 利用料金は、別表に掲げる金額の範囲内に

おいて、指定管理者があらかじめ市長の承認

を得て定めるものとする。利用料金を変更し

ようとするときについても、同様とする。 

 

３ 前項の場合において、別表中「使用料」

とあるのは、「利用料金」と読み替えるも

のとする。 

４～６ ≪省略≫ 
第１０条～第１１条 ≪省略≫ 
別表（第８条第１項、第９条第２項関係） 
 （別添３－２のとおり） 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条および第２条中別表の改正規定、第３条

および第４条の改正規定ならびに第５条中別表の改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 
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別添１－１ 

別表（第８条第１項関係） 

使用区分 

 

 

使用施設 

午前 午後 夜間 午前・午後 午後・夜間 全日 

９時から

１２時ま

で 

１３時か

ら１７時

まで 

１８時か

ら２１時

３０分ま

で 

９時から

１７時ま

で 

１３時か

ら２１時

３０分ま

で 

９時から

２１時３

０分まで 

ホール  円 円 円 円 円 円 

平日 

 

１２，８０

０ 

１７，００

０ 

１９，４０

０ 

２９，８０

０ 

３６，４０

０ 

４９，２０

０ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

１９，２０

０ 

２５，５０

０ 

２９，１０

０ 

４４，７０

０ 

５４，６０

０ 

７３，８０

０ 

リハー

サル室 

≪現行ど

おり≫ 

≪現行ど

おり≫ 
≪現行ど

おり≫ 
≪現行ど

おり≫ 
≪現行ど

おり≫ 
≪現行ど

おり≫ 
≪現行ど

おり≫ 
土曜日・

日曜日・

祝日 

１，７００ ２，３００ ２，６００ ４，０００ ４，９００ ６，６００ 

文化教

室Ⅰ 

平日 １，７００ ２，２００ ２，６００ ３，９００ ４，８００ ６，５００ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

１，７００ ２，２００ ２，６００ ３，９００ ４，８００ ６，５００ 

文化教

室Ⅱ 

平日 ２，１００ ２，８００ ３，２００ ４，９００ ６，０００ ８，１００ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

２，１００ ２，８００ ３，２００ ４，９００ ６，０００ ８，１００ 

研修室 平日 ３，０００ ３，９００ ４，５００ ６，９００ ８，４００ １１，４０

０ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

３，０００ ３，９００ ４，５００ ６，９００ ８，４００ １１，４０

０ 

 備考 ≪現行どおり≫ 
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別添１－２ 

別表（第８条第１項関係） 

使用区分 

 

 

使用施設 

午前 午後 夜間 午前・午後 午後・夜間 全日 

９時から

１２時ま

で 

１３時か

ら１７時

まで 

１８時か

ら２１時

３０分ま

で 

９時から

１７時ま

で 

１３時か

ら２１時

３０分ま

で 

９時から

２１時３

０分まで 

ホール  円 円 円 円 円 円 

平日 １２，３０

０ 

１６，４０ 

０ 

１８，７０

０ 

２８，７０

０ 

３５，１０

０ 

４７，４０

０ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

１８，５０

０ 

２４，７０

０ 

２８，１０

０ 

４３，２０

０ 

５２，８０

０ 

７１，３０

０ 

リハー

サル室 

≪省略≫ ≪省略≫ 
 

≪省略≫ ≪省略≫ ≪省略≫ ≪省略≫ ≪省略≫ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

１，７００ ２，２００ ２，５００ ３，９００ ４，７００ ６，４００ 

文化教

室Ⅰ 

平日 １，６００ ２，２００ ２，５００ ３，８００ ４，７００ ６，３００ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

１，６００ ２，２００ ２，５００ ３，８００ ４，７００ ６，３００ 

文化教

室Ⅱ 

平日 ２，０００ ２，７００ ３，１００ ４，７００ ５，８００ ７，８００ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

２，０００ ２，７００ ３，１００ ４，７００ ５，８００ ７，８００ 

研修室 平日 ２，９００ ３，８００ ４，３００ ６，７００ ８，１００ １１，００

０ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

２，９００ ３，８００ ４，３００ ６，７００ ８，１００ １１，００

０ 

 備考 ≪省略≫ 
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別添２－１ 

別表（第９条第１項、第１０条第２項関係） 

使用区分 

 

 

使用施設 

午前 午後 夜間 午前・午後 午後・夜間 全日 

９時から

１２時ま

で 

１３時か

ら１７時

まで 

１８時か

ら２１時

３０分ま

で 

９時から

１７時ま

で 

１３時か

ら２１時

３０分ま

で 

９時から

２１時３

０分まで 

ホール  円 円 円 円 円 円 

平日 ２５，９０

０ 

３４，６０

０ 

３９，３０

０ 

６０，５０

０ 

７３，９０

０ 

９９，８０

０ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

３８，９０

０ 

５１，９０

０ 

５９，００

０ 

９０，８０

０ 

１１０，９

００ 

１４９，８

００ 

リハー

サル室 

平日 ４，３００ ５，７００ ６，５００ １０，００

０ 

１２，２０

０ 

１６，５０

０ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

６，４００ ８，５００ ９，７００ １４，９０

０ 

１８，２０

０ 

２４，６０

０ 

練習室

１ 

平日 １，３００ １，７００ １，９００ ３，０００ ３，６００ ４，９００ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

１，３００ １，７００ １，９００ ３，０００ ３，６００ ４，９００ 

練習室

２ 

平日 １，３００ １，７００ １，９００ ３，０００ ３，６００ ４，９００ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

１，３００ １，７００ １，９００ ３，０００ ３，６００ ４，９００ 

≪現行

どおり

≫ 

≪現行ど

おり≫ 
≪現行ど

おり≫ 
≪現行ど

おり≫ 
≪現行ど

おり≫ 
≪現行ど

おり≫ 
≪現行ど

おり≫ 
≪現行ど

おり≫ 

展示ホ

ール 

平日 ７，３００ ９，７００ ― １７，００

０ 

― ― 

土曜日・

日曜日・

祝日 

７，３００ ９，７００ ― １７，００

０ 

― ― 

活動室 平日 ２，７００ ３，６００ ４，１００ ６，３００ ７，７００ １０，４０

０ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

２，７００ ３，６００ ４，１００ ６，３００ ７，７００ １０，４０

０ 

 備考 ≪現行どおり≫ 
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別添２－２ 

別表（第９条第１項、第１０条第２項関係） 

使用区分 

 

 

使用施設 

午前 午後 夜間 午前・午後 午後・夜間 全日 

９時から

１２時ま

で 

１３時か

ら１７時

まで 

１８時か

ら２１時

３０分ま

で 

９時から

１７時ま

で 

１３時か

ら２１時

３０分ま

で 

９時から

２１時３

０分まで 

ホール  円 円 円 円 円 円 

平日 ２５，３０

０ 

３３，７０

０ 

３８，３０

０ 

５９，００

０ 

７２，００

０ 

９７，３０

０ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

３７，９０

０ 

５０，６０

０ 

５７，５０

０ 

８８，５０

０ 

１０８，１

００ 

１４６，０

００ 

リハー

サル室 

平日 ４，２００ ５，５００ ６，３００ ９，７００ １１，８０

０ 

１６，００

０ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

６，２００ ８，３００ ９，５００ １４，５０

０ 

１７，８０

０ 

２４，００

０ 

練習室

１ 

平日 １，２００ １，６００ １，９００ ２，８００ ３，５００ ４，７００ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

１，２００ １，６００ １，９００ ２，８００ ３，５００ ４，７００ 

練習室

２ 

平日 １，２００ １，６００ １，９００ ２，８００ ３，５００ ４，７００ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

１，２００ １，６００ １，９００ ２，８００ ３，５００ ４，７００ 

≪省略

≫ 
 

≪省略≫ ≪省略≫ ≪省略≫ ≪省略≫ ≪省略≫ ≪省略≫ ≪省略≫ 

展示ホ

ール 

平日 ７，１００ ９，５００ ― １６，６０

０ 

― ― 

土曜日・

日曜日・

祝日 

７，１００ ９，５００ ― １６，６０

０ 

― ― 

活動室 平日 ２，６００ ３，５００ ４，０００ ６，１００ ７，５００ １０，１０ 

０ 

土曜日・

日曜日・

祝日 

２，６００ ３，５００ ４，０００ ６，１００ ７，５００ １０，１０

０ 

 備考 ≪省略≫ 
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別添３－１ 

別表（第８条第１項、第９条第２項関係）    

区分 午前 午後 夜間 午前・午後 午後・夜間 全日 

９時から１

２時３０分

まで 

１３時から 

１７時まで 

１７時３０

分から２１

時まで 

９時から１

７時まで 

１３時から 

２１時まで 

 

９時から２

１時まで 

 円 円 円 円 円 円 

大会議

室 

７，３００ ８，４００ ９，５００ １５，７００ １７，９００ ２５，２００ 

中会議

室 

２，７００ ３，０００ ３，５００ ５，７００ ６，５００ ９，２００ 

小会議

室(1) 

２，１００ ２，４００ ２，７００ ４，５００ ５，１００ ７，２００ 

１／２

使用 

１，０００ １，２００ １，３００ ２，２００ ２，５００ ３，５００ 

小会議

室(2) 

２，１００ ２，４００ ２，７００ ４，５００ ５，１００ ７，２００ 

１／２

使用 

１，０００ １，２００ １，３００ ２，２００ ２，５００ ３，５００ 

小会議

室(3) 

２，０００ ２，３００ ２，６００ ４，３００ ４，９００ ６，９００ 

１／２

使用 

１，０００ １，１００ １，３００ ２，１００ ２，４００ ３，４００ 

小会議

室(4) 

１，１００ １，３００ １，４００ ２，４００ ２，７００ ３，８００ 

小会議

室(5) 

１，０００ １，１００ １，３００ ２，１００ ２，４００ ３，４００ 

小会議

室(6) 

１，０００ １，１００ １，３００ ２，１００ ２，４００ ３，４００ 

創作室 １，０００ １，１００ １，３００ ２，１００ ２，４００ ３，４００ 

和室 ３，４００ ３，９００ ４，４００ ７，３００ ８，３００ １１，７００ 

和室１

／３使

用 

１，１００ １，３００ １，５００ ２，４００ ２，８００ ３，９００ 

音楽室 ２，３００ ２，７００ ３，０００ ５，０００ ５，７００ ８，０００ 

料理実

習室 

２，７００ ３，１００ ３，５００ ５，８００ ６，６００ ９，３００ 

軽運動

室(1) 

１，８００ ２，１００ ２，３００ ３，９００ ４，４００ ６，２００ 

軽運動

室(2) 

２，４００ ２，８００ ３，２００ ５，２００ ６，０００ ８，４００ 

≪現行

どおり

≫ 

≪現行どおり≫ ≪現行どおり≫ ≪現行どおり≫ 

 備考 ≪現行どおり≫ 
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別添３－２ 

別表（第８条第１項、第９条第２項関係）         

区分 午前 午後 夜間 午前・午後 午後・夜間 全日 

９時から１

２時３０分

まで 

１３時から

１７時まで 

１７時３０

分から２１

時まで 

９時から１

７時まで 

１３時から

２１時まで 

９時から２

１時まで 

 円 円 円 円 円 円 

大会議

室 

６，８００ ７，７００ ８，８００ １４，５００ １６，５００ ２３，３００ 

中会議

室 

２，５００ ２，８００ ３，２００ ５，３００ ６，０００ ８，５００ 

小会議

室(1) 

１，９００ ２，２００ ２，５００ ４，１００ ４，７００ ６，６００ 

１／２

使用 

１，０００ １，１００ １，２００ ２，１００ ２，３００ ３，３００ 

小会議

室(2) 

１，９００ ２，２００ ２，５００ ４，１００ ４，７００ ６，６００ 

１／２

使用 

１，０００ １，１００ １，２００ ２，１００ ２，３００ ３，３００ 

小会議

室(3) 

１，８００ ２，１００ ２，４００ ３，９００ ４，５００ ６，３００ 

１／２

使用 

９００ １，０００ １，２００ １，９００ ２，２００ ３，１００ 

小会議

室(4) 

１，０００ １，２００ １，３００ ２，２００ ２，５００ ３，５００ 

小会議

室(5) 

９００ １，１００ １，２００ ２，０００ ２，３００ ３，２００ 

小会議

室(6) 

９００ １，１００ １，２００ ２，０００ ２，３００ ３，２００ 

創作室 ９００ １，０００ １，２００ １，９００ ２，２００ ３，１００ 

和室 ３，１００ ３，６００ ４，１００ ６，７００ ７，７００ １０，８００ 

和室１

／３使

用 

１，０００ １，２００ １，４００ ２，２００ ２，６００ ３，６００ 

音楽室 ２，２００ ２，５００ ２，８００ ４，７００ ５，３００ ７，５００ 

料理実

習室 

２，５００ ２，８００ ３，２００ ５，３００ ６，０００ ８，５００ 

軽運動

室(1) 

１，７００ １，９００ ２，２００ ３，６００ ４，１００ ５，８００ 

軽運動

室(2) 

２，２００ ２，６００ ２，９００ ４，８００ ５，５００ ７，７００ 

≪省略

≫ 
 

≪省略≫ ≪省略≫ ≪省略≫ 

 備考 ≪省略≫ 
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議第４８号 

 

 

   草津市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例案 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

令和６年６月７日 

 

 

 

草津市長 橋 川  渉 
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草津市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改 

正する条例  

草津市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例（平成２６年草津市条例

第３１号）の一部を次の表のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 
改正後 改正前 

第１条～第２８条 ≪現行どおり≫ 

（職員） 

第２９条 ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

(1)～(2) ≪現行どおり≫ 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法

第６条の３第１０項第２号の規定に基づ

き受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね１５人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね２５人に

つき１人 

３ ≪現行どおり≫ 

第３０条 ≪現行どおり≫ 

（職員） 

第３１条 ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

(1)～(2) ≪現行どおり≫ 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法

第６条の３第１０項第２号の規定に基づ

き受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね１５人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね２５人に

つき１人 

３ ≪現行どおり≫ 

第３２条～第４３条 ≪現行どおり≫ 

（保育所型事業所内保育事業所の職員） 

第４４条 ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

(1)～(2) ≪現行どおり≫ 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法

第６条の３第１２項第２号の規定に基づ

き受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね１５人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね２５人に

つき１人 

３ ≪現行どおり≫ 

第４５条～第４６条 ≪現行どおり≫ 

（小規模型事業所内保育事業所の職員） 

第１条～第２８条 ≪省略≫ 

（職員） 

第２９条 ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

(1)～(2) ≪省略≫ 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法

第６条の３第１０項第２号の規定に基づ

き受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね２０人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね３０人に

つき１人 

３ ≪省略≫ 

第３０条 ≪省略≫ 

（職員） 

第３１条 ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

(1)～(2) ≪省略≫ 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法

第６条の３第１０項第２号の規定に基づ

き受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね２０人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね３０人に

つき１人 

３ ≪省略≫ 

第３２条～第４３条 ≪省略≫ 

（保育所型事業所内保育事業所の職員） 

第４４条 ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

(1)～(2) ≪省略≫ 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法

第６条の３第１２項第２号の規定に基づ

き受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね２０人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね３０人に

つき１人 

３ ≪省略≫ 

第４５条～第４６条 ≪省略≫ 

 （小規模型事業所内保育事業所の職員） 
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改正後 改正前 
第４７条 ≪現行どおり≫ 

２ ≪現行どおり≫ 

(1)～(2) ≪現行どおり≫ 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法

第６条の３第１２項第２号の規定に基づ

き受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね１５人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね２５人に

つき１人 

３ ≪現行どおり≫ 

第４８条 ≪現行どおり≫ 

第４７条 ≪省略≫ 

２ ≪省略≫ 

(1)～(2) ≪省略≫ 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法

第６条の３第１２項第２号の規定に基づ

き受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね２０人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね３０人に

つき１人 

３ ≪省略≫ 

第４８条 ≪省略≫ 

 付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

54



 
 

 

 

 

議第４９号 

 

 

   草津市立自転車駐車場条例の一部を改正する条例案 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

令和６年６月７日 

 

 

 

草津市長 橋 川  渉 
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草津市立自転車駐車場条例の一部を改正する条例 

 草津市立自転車駐車場条例（昭和５６年草津市条例第２９号）の一部を次の表のように改正す

る。 

（下線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

第１条～第１３条 ≪現行どおり≫ 第１条～第１３条 ≪省略≫ 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

名称 位置 
駐車できる車

両 

草津市立草津

駅西口自転車

駐車場 

草津市西渋川

一丁目１番５

号 

自転車 

≪現行どおり

≫ 

≪現行どおり

≫ 

≪現行どおり

≫ 

≪改正前を削

る≫ 

≪改正前を削

る≫ 

≪改正前を削

る≫ 

 

別表第２（第５条第１項関係） 

 （別添１－１のとおり） 

名称 位置 
駐車できる車

両 

≪改正後に新

設≫ 

 

≪改正後に新

設≫ 

≪改正後に新

設≫ 

≪省略≫ 

 

≪省略≫ 

 

≪省略≫ 

 

草津市立草津

駅西口第５自

転車駐車場 

草津市西大路

町９番６号 

自転車 

別表第２（第５条第１項関係） 

 （別添１－２のとおり） 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行す

る。 

（準備行為） 

２ 改正後の草津市立自転車駐車場条例の草津市立草津駅西口自転車駐車場の使用に係る手続そ

の他の行為は、この条例の施行の日前においても行うことができる。 
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別添１－１ 

別表第２（第５条第１項関係） 

駐車場使用料 

区分 車両 定期使用料 一時駐車使用

料 

（１日１回に

つき） 

４時間以内

および午後

６時以降の

一時駐車使

用料 

１月につき ３月につき 

≪現行どおり

≫ 
≪現行どお

り≫ 
≪現行どお

り≫ 
≪現行どお

り≫ 
≪現行どおり

≫ 
≪現行どお

り≫ 
≪改正前

を削る≫ 

 

 

 

 

≪

改

正

前

を

削

る

≫ 

≪改正前を

削る≫ 
≪改正前を

削る≫ 
≪改正前を

削る≫ 
≪改正前を削

る≫ 
≪改正前を

削る≫ 

備考 ≪現行どおり≫ 
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別添１－２ 

別表第２（第５条第１項関係） 

駐車場使用料 

区分 車両 定期使用料 一時駐車使用

料 

（１日１回に

つき） 

４時間以内

および午後

６時以降の

一時駐車使

用料 

１月につき ３月につき 

≪省略≫ ≪省略≫ ≪省略≫ 

 
≪省略≫ ≪省略≫ ≪省略≫ 

草津市立

草津駅西

口第５自

転車駐車

場 

 

屋

外 

自転車 ２，１００

円 

５，７００

円 

１１０円 ― 

備考 ≪省略≫ 
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議第５０号 

 

 

   契約の変更につき議決を求めることについて 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

令和６年６月７日 

 

 

 

草津市長 橋 川  渉 
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契約の変更につき議決を求めることについて 

 令和５年１１月１６日議決を経た草津駅西口自転車駐車場建替他工事請負契約を次のように変

更することにつき、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号および議会の

議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例（昭和３９年草津市条例第１５号）

第２条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

記 

 

区  分 変   更   前 変   更   後 

契約の金額 ４２８，３４５，１９２円    ４２４，８９９，２００円 

 

 

（参考） 

   工事場所  草津市西渋川一丁目 

   工事期間  令和５年１１月１６日から令和７年２月２８日まで 

   変更理由  閉鎖型喫煙所整備事業の中止に伴う喫煙所関連設備等の変更 

   工事概要  草津駅西口自転車駐車場建替他工事 
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議第５１号 

 

 

   財産の取得につき議決を求めることについて 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

令和６年６月７日 

 

 

 

草津市長 橋 川  渉 
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財産の取得につき議決を求めることについて 

次のとおり財産を取得することにつき、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１

項第８号および議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例（昭和３９

年草津市条例第１５号）第３条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

記 

 

財 産 の 種 類  動産（トイレトレーラー） 

取 得 価 格  ２５，７０７，０００円 

取 得 の 相 手方  東京都中央区勝どき三丁目１２番１号フォアフロントタワー 

         ＪＰホームサプライ株式会社 

          代表取締役社長 松 浦 健 之 
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議第５２号 

 

 

   財産の取得につき議決を求めることについて 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

令和６年６月７日 

 

 

 

草津市長 橋 川  渉 
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財産の取得につき議決を求めることについて 

次のとおり財産を取得することにつき、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１

項第８号および議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例（昭和３９

年草津市条例第１５号）第３条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

記 

 

財 産 の 種 類  動産（ハイブリッド型ＩＰ無線機、半固定型無線機） 

取 得 価 格  ２７，８３０，０００円 

取 得 の 相 手方  長浜市宮司町７６番地７ 

         朝日電気工業株式会社滋賀営業所 

          所長 北 村 祐 喜 
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